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1 序論：本研究の背景となる課題認識 

 気候変動や人権問題の深刻化を背景に、企業のおよぼす外部経済（不経済）の、企

業の財務パフォーマンスへの内部化（図表①）が加速している。日本政府による GX

戦略での 20 兆円規模の投資促進策、また資本市場におけるサステナビリティ情報開示

の義務化はその一例である。これら動向について、経済産業省が 2022 年 8 月に発行し

た「サステナブルな企業価値創造のための⾧期経営・⾧期投資に資する対話研究会

（SX 研究会）報告書」（伊藤レポート 3.0）においては、サステナビリティを経営に

織り込むことは、日本企業において喫緊の課題であると明言している。 

 

【図表① 外部経済（不経済）の内部化による環境・社会影響と財務影響の同期化】

（出所 筆者作成）     

  

 しかし、企業経営の実態として、経営レベルでは「サステナビリティは経営者にと

って最大の課題のひとつ」との認識が高まっている一方で、現場部門の意識や活動に

は乖離が見られ、実行性のある活動に至ってない状況が発生している。 

 この状況については、経営者の描く戦略の実行を導くためのマネジメント・コント

ロール・システム（MCS）が、サステナビリティ経営において十分に機能していない

ことが重要な要因として挙げられる。本研究では、日本企業を対象に、有効なサステ

ナビリティ経営のための効果的な MCS の構築について検討する。 

 

2 先行研究のレビュー 

（１） マネジメント・コントロール・システム（MCS）の先行研究 

 MCS について、主要な理論のひとつは、Anthony（1965）の戦略的計画である。戦

略実行の三層構造が示され、トップマネジメントの行う戦略や戦略的計画と、現場が

担う実行の間に、それらをつなぐマネジメント・コントロールという独立した層を定

義し、戦略の確実な実行の統制を行う機能として示した。（図表②） 
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【図表② 戦略的マネジメント・コントロール】（出所 Anthony (1965)をもとに筆者作成） 

          
次いで、Simons は Anthony（1965）が示した三層構造を拡張し、オペレーショナ

ル コントロールからの戦略創発の重要性とそれを促すメカニズムを含め、経営者が組

織に働きかけるためのツールを、4 つのレバー（信念、境界、診断、対話）として体

系化し、その重要性を説いている。 

 これらの Simons の MCS の理論に対して、さらにパッケージとしての概念を提唱し

たのが Malmi and Brown（2008）である。MCS を、公式な手段（予算、業績評価な

ど）と非公式な手段（組織文化、共有された価値観など）の両方を含むものとして扱

い、それらをパッケージとして管理・分析すべきであることを示した。 

 

（２）サステナビリティ・マネジメント・コントロール・システム（SMCS）の 

先行研究 

近年、サステナビリティ経営の必要性の高まりにより、サステナビリティ経営に

MCS を拡張適用する研究が蓄積されている。 

 本研究の問題意識である、経営レベルと現場における意識や活動実態の乖離について

関連性の高い研究は、Gond ら（2012）の MCS と SMCS の統合に関する研究が挙げら

れる。ここでは、MCS と SMCS が Simons のフレームワークのうち診断型もしくは対

話型の統制レバーのいずれを用いているかと、MCS と SMCS の統合の程度により 8 つ

の統制システムに分類した。そのうち、H（統合型）が最も理想的であるとしている。

（図表③） 

 

【図表③ Gond ら（2012）による、SMCS の統制システム分類】 
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Gond ら（2012）は、理論的には H（統合型）により、サステナビリティへの取り組

みからプロセス、サービス、製品のイノベーションを引き出すことができ、市場での差

別化をもたらすとしている。さらに、対話型の統制によって、組織の学習や変化が促進

され、組織のパフォーマンスを多面的に向上させることができるとしている。 

 

MCS および SMCS の理論を用いたサステナビリティ経営に関する事例研究は主に欧

州において先行的に進められ、日本においてもサステナビリティ活動の取り組みレベル

が高い企業の事例分析が行われている。 

 中谷 （2023）は、国内企業の事例研究として、Gond ら（2012）の H(統合型) 

SMCS の実現にむけたプロセスを示し、特に経営者によるビジョン・方針による信条

のシステムの重要性を示した。 

 

 ただし、これら SMCS の理論や実証研究が進展する一方で、経営の現場での課題が

あるのは、Gond ら（2012）の示す理想的な H(統合型)統制システムは規範的研究から

の提言であることと、既往の事例研究での詳細な実証や、実務的なノウハウが不十分で

あるという、理論的ギャップが存在することが要因と考えられる。 

このことから、本研究のリサーチクエスチョン（RQ）は以下とする。 

RQ１ Gond ら（2012）の H(統合型)SMCS は、企業の現場においてどのように 

    有効に機能しているのか 

RQ２ H(統合型)SMCS を実現するためのメカニズムや具体的要件はなにか 

RQ３  H(統合型)SMCS を効果的に運用するための要件はなにか 

RQ４  サステナビリティ部門はどのような役割や能力を備えるべきか 

 

3 研究方法 

 本研究は、理論的ギャップを解消するため、日本の事業会社 5 社を対象とした事例

研究を行った。分析対象は、有価証券報告書および統合報告書を発行する上場企業で

あり、財務パフォーマンス（PBR）と、非財務パフォーマンス（CDP：Carbon 

Disclosure Project）の視点で分散するよう選定した。（図表④）そのうえで、サステ

ナビリティ部門の部課長層に対し、（図表⑤）にあるインタビューとアンケートを実施

した。 

 

【図表④ 事例調査対象企業】 

 



2025 年度 グラデュエーションペーパー予稿 8824246 村上 憲太郎 

6 
 

 

【図表⑤ 対象企業に対するインタビューとアンケートの内容】 

     

 事例の分析方法は、以下（図表⑥）に示す枠組みで実施した。 

RQ１に対し、分析対象となる各企業の SMCS を Gond ら(2012)の統制システムに沿っ

て分類。「投資家評価への寄与」、「サステナビリティ部門が認識する SMCS の利点」

や、「自己診断結果との対比」により、H（統合型）の有効性を分析した。 

RQ２に対し、H（統合型）SMCS の成立において、何が要件となるかについて、

Gond らの持続可能性統合のメカニズム等を用い分析を行う。 

RQ３に対し、自己診断結果で得たサステナビリティ経営の有効性に関する差異と要因

について、Anthony による階層構造、Simons の理念体系と境界体系の視点で分析。 

RQ４に対しては、これら分析の結果を踏まえ、効果的な SMCS 構築のための打ち手

と、サステナビリティ部門の役割について考察した。 

 

【図表⑥ 分析の枠組み】 
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4 サステナビリティ経営の事例研究 

「3 研究方法」に基づき、図表⑦の通り事例調査を行った。インタビュー内容は、グ

ラウンデッド・セオリー・アプローチの考え方に基づき分析を行った。 

 

【図表⑦ 分析対象企業に対するインタビュー・アンケートの実施概要】 

    

 

5 考察 

（１）Gond ら(2012)による統制システムの分類と投資家評価との関係 

 対象企業の事例調査の結果に基づき各社のサステナビリティ経営を Gond ら(2012)

のサステナビリティ経営の統制システム構成に基づき分類し比較検討した。 

その結果、図表⑧に示すように、H(統合型)SMCS を構築できている企業と、他の統制

システムを用いる企業が存在した。 

 Gond ら(2012)による H（統合型）SMCS の相対的評価と、投資家によるサステナ

ビリティ経営の評価との関係については、a 社、c 社、e 社においては一致していなか

った。この点においては、各社の投資家評価に対するスタンスや対応能力の有無も影

響することが、c 社と e 社のインタビューの結果から確認され、必ずしも投資家評価が

有効なマネジメントシステムを示唆するものでは無いことが確認された。 

 

【図表⑧ Gond ら(2012)による統制システムの分類と投資家評価との関係】 
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（２）Gond ら（2012）の H（統合型）統制システムの利点の認識 

  H（統合型）は、戦略や活動の創発、製品・サービスのイノベーション、現場で

の実効性をもたらすとされているが、今回の事例においても、H（統合型）を有する

企業において、その有効性を示す具体的な事例が確認された。（図表⑨） 

 

【図表⑨ （統合型）統制システムの利点の認識】          

 

（３）H（統合型）統制システムの成立要件の分析 

 Gond ら（2012）は、H（統合型）は、MCS と SMCS それぞれが対話型であること

と、それら MCS と SMCS が統合した統制システムであると定義し、MCS と SMCS

が対話型となるには、戦略の重要性がもたらすとし、同様、MCS と SMCS が統合さ

れるには、技術的、社会的、または認知的統合が起因するとしている。今回の事例に

おいて図表⑩に示すように、それら条件の違いによって、H(統合型)の成立に差異が確

認され、Gond らの理論を事例分析で確認した。 

 

【図表⑩ Gond ら（2012）の統制システムの統合理論による分析】 

 

また、より具体的な特徴として、社会的な統合つまり財務・非財務が統合した対話を

促進する組織や仕組みがより重要な要素であると解釈できるとともに、戦略の実行に

対する課題感は、戦略の統合の阻害要因になることも確認された。また、H（統合

型）の統制システムの導入は、Simons（2000）の統制のレバーの積極的な組み合わせ

と関係していることが確認された。 
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（４）統制システムの有効性についての分析 

 H(統合型) 統制システムの導入の後、それを組織内で有効に機能させるための必要

な取り組みの有無やその実態について、同じ H（統合型）SMCS を有する b 社と c 社

のアンケート結果によるサステナビリティ経営の有効性の認識の違いを、Anthony

（1965）の階層構造と、Simons（2000）の理念・境界体系で分析した。（図表⑪） 

 

【図表⑪ 価値協創ガイダンスのフレームワークに基づいたアンケート結果】 

 

 

 結果、両者においてトップマネジメントの SMCS への積極的なかかわりと、理念や

境界（戦略・行動の範囲）の提示が関連することが確認された。（図表⑫） 

これは、実行部門が正しく企業レベルの方針を理解し、動機付けされていることが戦

略実行性に重要であり、経営者が現場で強いメッセージを発信することが、その実行

部門の理解・浸透を強く後押ししていることによると考えられる。 

 

【図表⑫ マネジメント・コントロール体系へのトップマネジメントの関わり】 

 

 

6 結論と今後の展望 

（１）事例研究のまとめ 

 今回の事例研究を通して、以下のことが確認された（図表⑫） 

 ①H（統合型）の SMCS の経営の有効性が具体的な事例において確認された 

 ②H（統合型）成立条件について、主に Gond らの理論に基づくことの実証 

 ③投資家評価には、各社のスタンスや経験による能力蓄積が関連すること 

 ④サステナビリティ経営が有効となるためには、経営トップの関与、 

  組織全体の戦略浸透が重要であること 
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【図表⑫ H(統合型)の SMCS に期待される機能とその成立の条件】 

 
 

（２）サステナビリティ部門の備えるべき能力について 

 H(統合型)SMCS を効果的に適用し、有効なサステナビリティ経営を導くためには、

図表⑬にあるように、マネジメント・コントロール体系における働きかけと、そのた

めの 4 つの力が必要と考えられる。サステナビリティ部門は、これら自らの組織能力

を高めていく必要があり、また経営トップはこれらを適切に理解し、組織設計を行う

必要がある 

 

【図表⑬ サステナビリティ部門に求められる役割】 

 

 

（３）学術的貢献と実務的貢献、今後の課題 

本研究の学術的貢献については、おもに３点挙げられる。 

・Gond ら(2012)の理想とする H（統合型）の統制システムが、実際の日本企業におい

ても有効なフレームワークであることの事例を通じた実証 

・H（統合型）の統制システムを実現するための条件についての事例を通じた実証 

・外部評価（CDP）と内部統制実態の非相関性の提示 
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また、本研究の実務的な貢献は以下の 2 点が挙げられる 

・サステナビリティ部門が有するべき 4 つの能力を新たに示した点 

・経営トップの関与の重要性の再確認を行った点 

これらにより、日本企業の経営の現場における、効果的な SMCS 導入の助けとなるこ

とが期待される。 

 しかしながら日本の製造業 5 社における限られたインタビューによる実証であるた

め、理論的な仮説を示したに過ぎず、今後より多くの事例での実証研究が必要とされ

る。また、サステナビリティ経営のライフサイクルや成熟度に応じた検討や、組織行

動論や制度理論、現場での行動など他のアプローチからの検討も必要である。 
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